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　本研究の目的は，「家庭生活」領域の学問的な定義や中学校学習指導要領における成立過程及び変遷を概観し，「家庭
生活」領域の現状と課題を把握すること．また，「家庭生活」領域における先行研究を整理することから教員の抱える実
践上の課題を把握する．その上で，今後の「家庭生活」領域における研究の方向性について検討することである．
　研究の方法は，「家庭生活」の現状と課題を明らかにするために，「家庭生活」の定義及び学習指導要領における成立
過程に関する文献を収集する．「家庭生活」領域における実践上の課題を明らかにするために，先行研究を整理し，考察
する．
　研究課題として，（1）学力観に対する議論や社会の変化を受けて，学習内容の一貫性は取れておらず，家庭生活を広
い視点で扱う内容が近年希薄になっていること，（2）「家庭生活」領域の指導困難性として，生徒の家庭背景へ配慮する
必要から，「家族関係」を教える際に葛藤や恐怖感を抱きながら指導していることが明らかとなった．（3）今後の研究の
方向性としては，「家族関係」に関する実践を総合的に把握し，（2）の課題で明らかとなっていない実践全体の現状や課
題を検討し，授業改善のための指針を得ることである．
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1 . 研究の背景及び目的
　近年，中学生の置かれている社会は急激に変化して
いる．例えば，情報化社会の発展，スマートフォンの
普及により，誰でも簡単にコンタクトを取ることがで
き，必要な情報を得ることができるようになっている．
また，生産年齢人口の減少，グローバル化の進展など，
予測が困難な時代となっている（文部科学省 ,2017,p.1）．
加えて，共働き家族は増え，世帯の小規模化は進行し，
中学生の家庭環境も大きく変化しているといえる．
　中学校技術・家庭 家庭分野（以下 , 中学校家庭科）では，
このように家庭生活全般を扱う内容として 1989 年改訂
学習指導要領技術・家庭（以下 ,1989 年改訂）から「家
庭生活」領域が再度設定されている．中学校家庭科の学
習内容としては歴史の浅い領域である．学習指導要領に
再設定されて約 30 年経過し，様々な視点で研究がなさ
れてはいるものの，その成果や課題については整理され
ていない． 
　そこで，本研究の目的は，中学校家庭科「家庭生活」
領域の学問的な定義や学習指導要領における成立過程
及び変遷を概観し，「家庭生活」領域の課題を把握する
こと，先行研究を整理することで教員の抱える実践上の
課題を明らかにすることである．その上で，今後の中学
校家庭科「家庭生活」領域における研究の方向性につい
て検討することである．
2 . 家政学における「家庭生活」の定義
　中学校学習指導要領では，1989 年改訂から「家庭生活」
領域が再度設定され，現在一般的に「家庭生活」という
用語は用いられているが，その定義についてはまとまっ
た見解は明らかになっていない．そこで，家庭科の学問
的背景である家政学における定義について整理し，一定
の理解を得ることとする．
　1990 年刊行『家政学事典』によると，「家族」という
集団を基盤として，「人として生きて行くための活動」
を行っているが，その「具体的な生活面」に焦点をあて
て，「基本的単位的な生活体」としてとらえたものを「家
庭」といい，「その活動状況そのもの」に焦点をあてれ
ば「家庭生活」というとしている（平田 ,1990）．2004
年刊行『新版家政学事典』では，「人的側面では第一次
集団としての家族，物的側面では人間の自然性に根ざし
かつ文化そのものである衣食住生活，さらに行為的側面
からは時間，金銭，労役などの適正配分を実現する家庭
経営といった特定の人，モノそして行為からなる多面的
構成体（福田 ,2004）」と述べられている．事典によれば，
家族（人）が衣食住生活を営む行為そのものを「家庭
生活」と説明しているといえる．なお，1992 年刊行『家
庭科教育事典』では，「家庭生活とは，家族が家庭とい
う生活組織体を単位として営む活動である（亀高 ,1992）」
と説明しており，家庭科教育は家政学の視座を援用して
いた．
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　次に，家政学原論の専門家の論についていくつかまと
める．平田（1976）は，家政学の研究対象（認識対象）
を生活，家族，家庭，家庭生活としている．その中で，「人
間は生きるために必要な活動を家族集団をベースとし
た『家庭』という生活単位をもって行っているとみるこ
とができ，それが一般的には，『家庭生活』とよばれ，『家
庭生活』は，また『いとなまれている』と表現されると
みることができる」と家庭生活について述べている．亀
高（1981）は，「家庭生活とは，家庭という生活組織体
の活動状況である」と定義し，さらに「家族各員が生活
の（安定と向上の）ために，諸資源と環境とを積極的に
活用する組織的活動状況であるということができる．そ
れは，人間が人間らしく生きるために必要な家庭の機能
の遂行的活動であり，「家庭生活」こそ，日々のくらし
の過程と活動とを表現した生きる活力そのものである」
と言及している．嶋田（1990）は，「狭義家政学すなわ
ち家庭経営学の対象としての家政あるいは家庭経営は，
家庭生活の経営面をいいます．その家庭生活とは，家庭
における家族の物心両面における生活そのものであり，
経営とは，人間に値する生活の創造を目的とし，合理的
な計画と意思決定のもとに，その有する人的・物的資源
を最も有効に使用し実現することを指すと考えてよい
でしょう」と述べている．また，「家庭という場所にお
いて，家族が継続的・集団的な生活を営んでいることを
意味します．すなわち，家庭生活は，住居があること，
衣食住，生殖，労働力の生産，学習，休息などの『生の
営み』（人間の再生産）が行われること，それは，動態的・
発展的な性格が強いものであって，家庭を中心として，
常に時間・空間の広がりの中で運動していることが特色
です」と述べている．
　一方で，今井（1983）は，「家庭生活」と「家庭経営（家族・
個人の自己実現という大目標）」の目標及び目的を同義
で扱っており，家政学全体で「家庭生活」の定義に関す
る合意が取れているとは言い難い．また，1984 年の家
政学の定義を発表して以降，家政学や家庭生活に関する
定義の議論はあまり行われなくなった注 1）．だが，多く
の論者が捉えている「家族（人）が中心となり，生活を
よりよく営むという目的の下，衣食住（モノ）や環境と
相互で関連している活動状況」を本研究では「家庭生活」
と捉えることとする．
3 . 中学校家庭科における「家庭生活」の現状と課題
3.1.「家庭生活」領域の成立過程
　中学校学習指導要領家庭科における「家庭生活」領域
は，1957 年中学校学習指導要領職業・家庭科編以後に
消滅していたが，1989 年改訂時に復活した．以下では，
その経緯についてまとめる．
　「婦人に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条
約（1979 年第 34 回国連総会にて採択，翌年日本は署名）」
を批准するために国内法制など諸条件の整備の一環と
して，教育の機会均等を考え直す立場から家庭科の履修
の在り方について検討することが社会から要請された
（中西 ,1993）．1974 年には「家庭科の男女共修を進める
会」が市川房江氏を世話人として発足し，女子のみ家庭
科への批判が運動として動き出していた（牧野 ,2006）．
そこで，文部省が出した 1984 年 12 月 19 日「今後の家
庭科教育の在り方について（報告） （初等中等教育局職
業教育課 ,1985）」内では，「家庭を取り巻く環境の変化
や婦人差別撤廃条約との関連を考慮しながら，高等学校
『家庭一般』の履修の在り方及びそれとの関連で中学校
の『技術・家庭』の在り方について検討することを目
的」としている．具体的には，教育内容の見直しとして，
「家庭生活に必要な新しい知識や技術などを取り入れて
いくとともに，実践的な学習を重視し，家庭環境の変化
を踏まえて家庭生活を営み，その充実向上を図ることの
できる能力や実践的な態度などを育てる必要がある」と
し，「家庭生活」領域の必要性を謳っている．また，臨
時教育審議会第 2 次答申（1986 年 4 月）では，今日の
家族形態の変化や女性の社会進出などによる家庭の教
育力の低下に伴う家庭生活の意義の軽視を背景とし，家
庭教育の意義と活性化が提言されている（津止ら ,1988）．
最終的には，1987 年 12 月に教育課程審議会の「幼稚園，
小学校，中学校及び高等学校の教育課程の基準の改善に
ついて（答申）」において，「小学校の家庭科，中学校の
技術・家庭科及び高等学校の家庭科については，家庭を
取り巻く環境や社会の変化に対応し，男女が協力して家
庭生活を築いていくことや，生活に必要な知識と技術を
習得させることなどの観点から，その内容及び履修の在
り方を改善する（中略）中学校においては，情報や家庭
生活にかかわる内容を加えるほか，すべての生徒に共通
履修させる領域と生徒の興味・関心等に応じて履修さ
せる領域を設定する（教育課程審議会 ,1988）」とあり，
この答申を受けて，1989 年改訂において家庭生活領域
が復活した．それ以降，2017 年改訂学習指導要領技術・
家庭 家庭分野（以下 ,2017 年改訂）まで「家庭生活」領
域は中学校家庭科の中心的な学習内容に位置付いてい
る．
3.2.学習指導要領における「家庭生活」領域の内容的
側面における変遷
　ここでは，1989 年改訂から復活した「家庭生活」領
域を 2017 年改訂までの 4 つの学習指導要領を整理し，
内容の変遷についてまとめる．資料を整理するにあた
り，先行研究で内容についての分類枠組みを示した中間
（1992），中西（1993）の研究を参考に 9 項目を抽出した．
中間（1992）は，家族を個人，地域社会との関係でエコ
システム的にとらえること，個人・家族の生涯発達への
展望を持ちプロセスとして捉えるという二軸を中心に
家族関係教育の内容を構造化し，「生活様式」「個人の
発達と家族」「家族機能と家庭生活」「家族関係」「家族
の発達と生活課題」「家族と社会」と 6 つの上位項目を
設定した．中間の分類は家族関係を中心に捉えており，
広義な「家庭生活」として分類するために，中西（1993）
の分類枠組みについても参考にした．中西（1993）は，
指導の内容の分野として，「家庭経営」「家庭経済」「家
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族関係」「消費者教育」「衣食住生活」「地域社会との関
わり」に分類しており，「家庭生活」を広く捉えている．
そこで，中間（1992）の枠組みの範疇になかった「家庭
経済」「消費者教育」「衣食住生活」を加えた 9 項目でこ
れまでの学習指導要領の内容を分類した．分類結果につ
いて，表 1 にまとめた．
3.2.1.各項目における内容の変遷
（1）「生活様式」
　「生活様式」は中学校家庭科「家庭生活」領域では確
認できなかった．「生活様式」では，人生をどう生きる
かにあたっては，生活様式を創造できる能力，すなわち
価値観・生活目標を確立し，それにもとづいて生活設計
をたてていく能力について学習していく．中間（1992）
では，高等学校「家庭一般」の「（1）家族と家庭生活　
ウ　生活設計」が分類されるのみであった．
（2）「個人の発達と家族」
　「個人の発達と家族」は 1999 年改訂学習指導要領技術・
家庭（以下 ,1999 年改訂）から現在まで内容に位置付い
ていた．1999 年改訂において，筒井（1993）では，［1］
自分の成長と家族や家庭生活は，［2］幼児の発達と家族，
［3］家庭と家族関係の学習の導入として設けられてい
ると説明している．順序性について明記されていない
が［1］［2］［3］の流れで学習することにより，中学生
に体を通して家族や家庭生活について感じ取らせるよ
うに意図することが勧められていた．2009 年改訂学習
指導要領技術・家庭（以下 ,2009 年改訂），2017 年改訂
においても 3 年間家庭科を学ぶためのガイダンス的な機
能を持っている．そのため，「個人の発達と家族」に関
する内容は，衣食住生活や消費生活も含めた家庭科の学
習を概観するために位置付いているといえる．
（3）「家族機能と家庭生活」
　「家族機能と家庭生活」はすべての学習指導要領に位
置付いていた．特に家庭の機能や家族の機能は家庭生活
に関する学習の基盤であるため，すべての学習指導要
領に学習内容が盛り込まれている．一方，1989 年改訂
にある「（3）家庭の仕事ア　家庭の仕事の種類や内容
について知り，計画を立てることができること（文部
省 ,1989）」は，その改訂時にのみ設定されていた．「（8）
衣食住生活」とも関連しているが，家庭の仕事に関する
学習内容は，小学校家庭科に 1999 年改訂から移ってい
る．
（4）「家族関係」
　「家族関係」はすべての学習指導要領に位置付いてい
た．特に 1999 年改訂以後は，「家族関係をよりよくする
方法」を扱うことになっている．1989 年改訂では，家
族関係の構造そのものを理解することを目標にしてい
るが，それ以降の学習指導要領ではさらに，よりよい関
係にするための方法（手続き的知識）について考えるこ
とが求められており，複雑な学習に転換されたといえ
る．
（5）「家族の発達と生活課題」
　「家族の発達と生活課題」は 1999 年改訂以降「家庭生
活」領域に位置付いていた．ここでは，家族周期，配偶
者選択・結婚，妊娠・出産，乳幼児の保育，子どもの
社会化，高齢者の世話・介護のように家族の発達段階
における諸課題について扱うこととなっているが，学
習指導要領に位置付いているのは主に幼児の生活と限
定的であった．1989 年改訂時には，「K 保育」と別領域
として設定されていたが，1999 年改訂より「家庭生活」
領域に包含されている．学習内容には特に大きな変化は
ないが，2009 年改訂より幼児との触れ合う活動を通じ
た学習が必修になったこともあり，活発に学習指導や効
果に関する議論が行われた（鎌野・伊藤 , 2010 ; 岡野ら , 
2012 ; 叶内・倉持 , 2014）.
（6）「家族と社会」
　「家族と社会」はすべての学習指導要領に位置付いて
いた．ここでは，家族と地域社会，家族関係法規，家族
政策，家族変動のように家族と社会との関連について扱
う項目となっているが，学習指導要領では主に家庭と
地域の人々とも関わりに関する内容が位置付いている．
家庭を支える地域の活動や地域を支える活動などにつ
いて取り上げ，家庭生活と社会との関連について理解を
深める学習内容となっている．
（7）「家庭経済」
　「家庭経済」は 1989 年及び 1999 年改訂では，「家庭生
活」領域に位置付いていた．2009 年改訂時には「D 身
近な消費生活と環境」，2017 年改訂時には「C 消費生活・
環境」と別領域に配置され，一つの学習の柱となった．
近年，消費者問題は多様化し，発生件数も増えているこ
とから社会の要請も踏まえて一つの学習領域になった
と考えられる．
（8）「衣食住生活」
　「衣食住生活」は 1989 年改訂には衣食住に関する家
庭の仕事として「家庭生活」領域に位置付いていたが，
それ以降は主に小学校家庭科で学習することとなった．
「家族機能と家庭生活」の項目で述べたように衣食住生
活に関連した家庭の仕事は現在小学校で学習する内容
となっている．
（9）「消費者教育」
　「消費者教育」は中西の分類では「ゴミの処理方法」「消
費者の権利」「省資源・省エネルギー」などが当てはまっ
ている．家庭経済は「商品の選択・購入」「収入・支出」
「支払方法，販売方法」「税金」「家計の管理」のように，
家庭生活を営むための財政的な要素を扱うものとして
分類されており，「消費者教育」とは区別して認識され
ていた（中西 ,1993）．この項目においても，「家庭経済」
と同様に現在は別領域に設定されている．
3.2.2.「家庭生活」領域の変遷にみる内容的側面の現状
と課題
　1989 年改訂学習指導要領「家庭生活」領域から 2017
年改訂学習指導要領までの 4 つの学習指導要領を 9 項目
で整理した結果についてまとめる．明らかになった点は
3 つある．1 つ目は，「家庭生活」領域が復活して以後，
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表1 学習指導要領における「家庭生活」領域の内容の変遷 
 
        学習指導要領 
 
内容項目 
1989.3 
G家庭生活 
1999.12 
B家族と家庭生活 
2009.3 
A家族・家庭と 
子どもの成長 
2017.6 
A家族・家庭生活 
生活様式 
価値観 
生活目標 
生活設計 
    
個人の 
発達と 
家族 
個人の発達 
家族の特質 
児童，青少年と家族 
 (1)自分の成長と家族
や家庭生活とのかか
わりについて考えさ
せる 
 
(1)自分の成長と家族 
ア 自分の成長と家
族や家庭生活とのか
かわりについて考え
ること 
(1)自分の成長と家
族・家庭生活 
ア 自分の成長 
家族機能
と 
家庭生活 
家族機能と家庭機能 
家庭機能と家庭経営 
(1)家庭生活 
ア 家庭の機能と家
庭生活の意義を知る
こと 
 
(3)家庭の仕事 
ア 家庭の仕事の種
類や内容について知
り，計画を立てること
ができること 
(3)家庭と家族関係 
ア 家庭や家族の基
本的な機能を知り 
(2)家庭と家族関係 
ア 家庭や家族の基
本的な機能 
(1)自分の成長と家
族・家庭生活 
ア 家族や家庭生活
との関わりが分かり，
家族・家庭の基本的な
機能について理解す
るとともに，家族や地
域の人々と協力・協働
して家庭生活を営む
必要があることに気
付くこと 
家族関係 
役割構造 
権威構造 
情緒構造 
(1)家庭生活 
イ 家族の生活と家
族関係について考え
ること 
(3)家庭と家族関係 
ア 家族関係をより
よくする方法を考え
ること 
(2)家庭と家族関係 
イ これからの自分
と家族とのかかわり
に関心をもち，家族関
係をよりよくする方
法を考えること 
(3)家族・家庭や地域
との関わり 
ア 次のような知識
を身に付けること 
(ｱ)家族の互いの立場
や役割が分かり，協力
することによって家
族関係をよりよくで
きることについて理
解すること 
 
イ 家族関係をより
よくする方法及び高
齢者など地域の人々
と関わり，協働する方
法について考え，工夫
すること 
家族の 
発達と 
生活課題 
家族周期 
配偶者選択・結婚 
妊娠・出産 
乳幼児の保育 
子どもの社会化 
高齢者の世話・介護 
※「K保育」 (2)幼児の発達と家族 
ア 幼児の観察や遊
び道具の製作を通し
て，幼児の遊びの意義
について考えること 
イ 幼児の心身の発
達の特徴を知り，子ど
もが育つ環境として
の家族の役割につい
て考えること 
 
(5)幼児の生活と幼児
との触れ合い 
ア 幼児の生活に関
心をもち，課題をもっ
て幼児の生活に役立
つものをつくること
ができること 
イ 幼児の心身の発
達を考え，幼児との触
れ合いやかかわり方
の工夫ができること
(選択履修) 
(4)幼児の生活と家族 
ア 幼児の発達と生
活の特徴を知り，子ど
もの育つ環境として
の家族の役割につい
て理解すること 
イ 幼児の観察や遊
び道具の製作などを
通して，幼児の遊びの
意義について理解す
ること 
ウ 幼児と触れ合う
などの活動を通して，
幼児への関心を深め，
かかわり方を工夫す
ることができること 
エ 家族又は幼児の
生活に関心をもち，課
題をもって家族関係
又は幼児の生活につ
いて工夫し，計画を立
てて実践できること 
(2)幼児の生活と家族 
ア 次のような知識
を身に付けること  
(ｱ)幼児の発達と生活
の特徴が分かり，子供
が育つ環境としての
家族の役割について
理解すること  
(ｲ)幼児にとっての遊
びの意義や幼児との
関わり方について理
解すること  
イ 幼児とのよりよ
い関わり方について
考え，工夫すること 
 
(4)家族・家庭生活に
ついての課題と実践 
ア 家族，幼児の生活
又は地域の生活の中
から問題を見いだし
て課題を設定し，その
解決に向けてよりよ
い生活を考え，計画を
立てて実践できるこ
と 
家族と 
社会 
家族と地域社会 
家族関係法規 
家族政策 
家族変動 
(4)家庭生活と地域と
の関係 
(6)家庭生活と地域と
のかかわり 
ア 地域の人々の生
活に関心をもち，高齢
者など地域の人々と
かかわることができ
ること 
(選択履修) 
(2)家庭と家族関係 
ア 家庭生活と地域
とのかかわりについ
て理解すること 
(1)自分の成長と家
族・家庭生活 
ア 家族や地域の
人々と協力・協働して
家庭生活を営む必要
があることに気付く
こと 
 
(3)家族・家庭や地域
との関わり 
ア 次のような知識
を身に付けること 
(ｲ)家庭生活は地域と
の相互の関わりで成
り立っていることが
分かり，高齢者など地
域の人々と協働する
必要があることや介
護など高齢者との関
わり方について理解
すること  
 
家庭経済 
(2)家庭の経済 
ア 家庭の収入と支
出を知ること 
イ 物資・サービスの
選択，契約，購入及び
活用について考え，消
費者としての自覚を
もつこと 
 
 
 
 
(4)家庭生活と消費 
ア 販売方法の特徴
や消費者保護につい
て知り，生活に必要な
物資・サービスの適切
な選択，購入及び活用
ができること 
イ 自分の生活が環
境に与える影響につ
いて考え，環境に配慮
した消費生活を工夫
すること 
※「D身近な消費生活
と環境」 
※「C消費生活・環境」 
衣食住生活 
(3)家庭の仕事 
イ 簡単な食事を整
えることができるこ
と 
ウ 被服計画を考え，
適切な着用及び手入
れができること 
エ 室内の整備と美
化の工夫ができるこ
と 
※小学校家庭科 ※小学校家庭科 ※小学校家庭科 
消費者教育 
 (6)家庭生活と地域と
のかかわり 
イ 環境や資源に配
慮した生活の工夫に
ついて，課題をもって
実践できること 
(選択履修) 
※「D身近な消費生活
と環境」 
※「C消費生活・環境」 
※は「家庭生活」領域以外に掲載の 
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すべての学習指導要領に位置付いている内容は，「家族
機能と家庭生活」「家族関係」「家族と社会」の 3 項目
であった．この 3 項目は，この約 30 年間で「家庭生活」
領域の内容であると捉えられていた．2 つ目は，1989 年
改訂時に「家庭生活」という領域名で再設定されたが，
1999 改訂時では「家族と家庭生活」，2009 年改訂時は「家
族・家庭と子どもの成長」，2017 年改訂時は「家族・家
庭生活」と領域名がその時々で異なっていた． 3 つ目
は，改訂を契機に他領域に移ることや他領域から「家庭
生活」領域に包含される学習内容が確認できた．「保育」
については，1999 年改訂より「家庭生活」に位置付いた．
「家庭経済」や「消費者教育」は領域として新しく設定
されていた． 
　これらを踏まえて，1999 年改訂以降，「２．家政学に
おける「家庭生活」の定義」で得た「家庭生活」に関
する定義に伴う認識とのズレが生じている点を指摘で
きる．学習指導要領は，社会の変化を見据えて，子ど
もたちがこれから生きていくために必要な資質や能力
について見直しがされ改訂される（文部科学省 ,2011）．
特に 1999 年改訂の背景にある「生きる力（確かな学力，
豊かな人間性，健康・体力）」，2009 年改訂は教育基本
法改正等で明確になった教育理念を踏まえての「生きる
力」，2017 年改訂では「育成すべき資質・能力の 3 つの柱」
のように，学力や資質・能力が議論の中心となっている．
青木（1996）は，新学力観の登場と絡み合って学習内容
に関する問題が複雑になっていることを指摘しており，
現在は当時（1989 年改訂）に比べて，学習内容に関す
る議論がより希薄になっているといえるだろう．具体的
には，1989 年改訂時には，「（1）家庭生活」の中に，家
庭の機能や家族関係に関する内容が位置付き，家庭生活
 1 
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A家族・家庭生活 
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生活目標 
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家族 
個人の発達 
家族の特質 
児童，青少年と家族 
 (1)自分の成長と家族
や家庭生活とのかか
わりについて考えさ
せる 
 
(1)自分の成長と家族 
ア 自分の成長と家
族や家庭生活とのか
かわりについて考え
ること 
(1)自分の成長と家
族・家庭生活 
ア 自分の成長 
家族機能
と 
家庭生活 
家族機能と家庭機能 
家庭機能と家庭経営 
(1)家庭生活 
ア 家庭の機能と家
庭生活の意義を知る
こと 
 
(3)家庭の仕事 
ア 家庭の仕事の種
類や内容について知
り，計画を立てること
ができること 
(3)家庭と家族関係 
ア 家庭や家族の基
本的な機能を知り 
(2)家庭と家族関係 
ア 家庭や家族の基
本的な機能 
(1)自分の成長と家
族・家庭生活 
ア 家族や家庭生活
との関わりが分かり，
家族・家庭の基本的な
機能について理解す
るとともに，家族や地
域の人々と協力・協働
して家庭生活を営む
必要があることに気
付くこと 
家族関係 
役割構造 
権威構造 
情緒構造 
(1)家庭生活 
イ 家族の生活と家
族関係について考え
ること 
(3)家庭と家族関係 
ア 家族関係をより
よくする方法を考え
ること 
(2)家庭と家族関係 
イ これからの自分
と家族とのかかわり
に関心をもち，家族関
係をよりよくする方
法を考えること 
(3)家族・家庭や地域
との関わり 
ア 次のような知識
を身に付けること 
(ｱ)家族の互いの立場
や役割が分かり，協力
することによって家
族関係をよりよくで
きることについて理
解すること 
 
イ 家族関係をより
よくする方法及び高
齢者など地域の人々
と関わり，協働する方
法について考え，工夫
すること 
家族の 
発達と 
生活課題 
家族周期 
配偶者選択・結婚 
妊娠・出産 
乳幼児の保育 
子どもの社会化 
高齢者の世話・介護 
※「K保育」 (2)幼児の発達と家族 
ア 幼児の観察や遊
び道具の製作を通し
て，幼児の遊びの意義
について考えること 
イ 幼児の心身の発
達の特徴を知り，子ど
もが育つ環境として
の家族の役割につい
て考えること 
 
(5)幼児の生活と幼児
との触れ合い 
ア 幼児の生活に関
心をもち，課題をもっ
て幼児の生活に役立
つものをつくること
ができること 
イ 幼児の心身の発
達を考え，幼児との触
れ合いやかかわり方
の工夫ができること
(選択履修) 
(4)幼児の生活と家族 
ア 幼児の発達と生
活の特徴を知り，子ど
もの育つ環境として
の家族の役割につい
て理解すること 
イ 幼児の観察や遊
び道具の製作などを
通して，幼児の遊びの
意義について理解す
ること 
ウ 幼児と触れ合う
などの活動を通して，
幼児への関心を深め，
かかわり方を工夫す
ることができること 
エ 家族又は幼児の
生活に関心をもち，課
題をもって家族関係
又は幼児の生活につ
いて工夫し，計画を立
てて実践できること 
(2)幼児の生活と家族 
ア 次のような知識
を身に付けること  
(ｱ)幼児の発達と生活
の特徴が分かり，子供
が育つ環境としての
家族の役割について
理解すること  
(ｲ)幼児にとっての遊
びの意義や幼児との
関わり方について理
解すること  
イ 幼児とのよりよ
い関わり方について
考え，工夫すること 
 
(4)家族・家庭生活に
ついての課題と実践 
ア 家族，幼児の生活
又は地域の生活の中
から問題を見いだし
て課題を設定し，その
解決に向けてよりよ
い生活を考え，計画を
立てて実践できるこ
と 
家族と 
社会 
家族と地域社会 
家族関係法規 
家族政策 
家族変動 
(4)家庭生活と地域と
の関係 
(6)家庭生活と地域と
のかかわり 
ア 地域の人々の生
活に関心をもち，高齢
者など地域の人々と
かかわることができ
ること 
(選択履修) 
(2)家庭と家族関係 
ア 家庭生活と地域
とのかかわりについ
て理解すること 
(1)自分の成長と家
族・家庭生活 
ア 家族や地域の
人々と協力・協働して
家庭生活を営む必要
があることに気付く
こと 
 
(3)家族・家庭や地域
との関わり 
ア 次のような知識
を身に付けること 
(ｲ)家庭生活は地域と
の相互の関わりで成
り立っていることが
分かり，高齢者など地
域の人々と協働する
必要があることや介
護など高齢者との関
わり方について理解
すること  
 
家庭経済 
(2)家庭の経済 
ア 家庭の収入と支
出を知ること 
イ 物資・サービスの
選択，契約，購入及び
活用について考え，消
費者としての自覚を
もつこと 
 
 
 
 
(4)家庭生活と消費 
ア 販売方法の特徴
や消費者保護につい
て知り，生活に必要な
物資・サービスの適切
な選択，購入及び活用
ができること 
イ 自分の生活が環
境に与える影響につ
いて考え，環境に配慮
した消費生活を工夫
すること 
※「D身近な消費生活
と環境」 
※「C消費生活・環境」 
衣食住生活 
(3)家庭の仕事 
イ 簡単な食事を整
えることができるこ
と 
ウ 被服計画を考え，
適切な着用及び手入
れができること 
エ 室内の整備と美
化の工夫ができるこ
と 
※小学校家庭科 ※小学校家庭科 ※小学校家庭科 
消費者教育 
 (6)家庭生活と地域と
のかかわり 
イ 環境や資源に配
慮した生活の工夫に
ついて，課題をもって
実践できること 
(選択履修) 
※「D身近な消費生活
と環境」 
※「C消費生活・環境」 
※は「家庭生活」領域以外に掲載の ※は「家庭生活」領域以外に掲載のある箇所を表す
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を包括的に知ることができた．それに加えて，家庭経済
や家庭の仕事のように家庭経営的な視点も含まれてい
た．しかし，時代の変化とともに，家庭経済や家庭の仕
事は他校種や他領域に移行し，家庭生活を広く捉えるよ
うな学習内容は少なくなった．2017 年改訂では，発展
的な学習として「（4）家族・家庭生活についての課題と
実践　ア　家族，幼児の生活又は地域の生活の中から問
題を見いだして課題を設定し，その解決に向けてよりよ
い生活を考え，計画を立てて実践できること」があるが，
この文章にある「家族，幼児の生活又は地域の生活の中
から」に象徴されるように，「家族」「幼児の生活」「地
域の生活」を扱う領域が「家庭生活」であるように解釈
できる．牧野（1980）は，「『家族』『保育』『家庭』『家
庭経営』『保育・看護』などは，さまざまな名称で称さ
れ，領域そのものが確定していないといってよい」と指
摘している．これは，2017 年改訂においても同様の課
題を包含しており，衣食住の領域についてはいずれも
家庭科の下位領域としてほぼ定着しているのに対して，
これまでの改訂では「家庭生活」領域の学習内容は様々
な名称で称され，領域が不確かである．
　以上より，学習指導要領における「家庭生活」領域の
内容的側面の変遷を追うことで，時代の変化を大きく受
ける領域であるため，学習内容は一貫しておらず，加え
て家政学が捉える「家庭生活」の定義では学習内容は構
成されていないことが示唆された．
4 . 中学校家庭科「家庭生活」領域における研究動向
　本章ではこれまでの中学校家庭科「家庭生活」領域に
関する先行研究を整理し，（1）家庭科教員を志す大学生
は「家庭生活」領域に対してどのようなイメージを持っ
ているのか，（2）現職の家庭科教員は「家庭生活」領域
をどのように捉え，どのように評価しているのか，（3）
家庭科教員は「家庭生活」領域に対してどのような指導
の困難性を抱いているか，の 3 視点で考察する．
4.1.「家庭生活」領域に対する大学生が持つイメージ
　本節では，「家庭生活」領域に対する大学生が持つイ
メージに関する研究を整理する．
　永田（2003）は，1988 年から 2003 年までの 15 年間，
家庭科教育法もしくは家庭科教育論を受講した大学生
に「家庭科」のイメージについての調査した．「家庭科
でおもしろかったのは・・・」の文章完成法により記
述されたものを KJ 法を用いてカテゴリー分析した．結
果として，家庭科でおもしろかったことに対しては，
家庭生活は住居に関する内容と同等で非常に低くかっ
た（両内容とも 5% 前後）．一方で，家庭科でつまらな
かったことに対しても家庭生活は低い水準であった（こ
ちらも，5 ～ 10% 程度）． 1998 年で対象となった学生
は 1989 年改訂の学習指導要領を元に家庭科を学習して
きたが，この 15 年間で，家庭生活に関して特に目立っ
た変化がないことからも，家庭生活は大学生にとって
印象の薄い内容であったことが示唆されている．藤田
（2013）は，大学生に対して家庭科のイメージに関する
調査を行っている（『家庭科』というと…に対する文章
完成法）．分析は，中西（1993）のカテゴリーを用いて，
記述の分類を行った．その中で，家庭科のイメージを自
由記述で求めたところ，家族・保育つまり家庭生活領域
に関する記述は，女子大学生は 0%，男子大学生は 1.6%
とほとんど確認されなかった．
　以上より，家庭科教員を志す大学生は，中学生の時
期に「家庭生活」領域に関する学習の経験の有無に関
わらず，「家庭生活」の記憶や印象は低いといえる．調
理実習を含む食生活や被服実習を含む衣生活に関する
内容に対する印象は永田（2003），藤田（2013）では高
い（食生活は 50% 程度，衣生活は 30% 程度）ことから，
「家庭生活」領域のイメージは学習内容の中においても
低い水準である．
4.2.家庭科教員による「家庭生活」領域に対する評価
　本節では，1989 年改訂において再設定された「家庭
生活」領域に対する家庭科教員がどのような評価をして
いるかについての調査研究を整理する．
　浜島（1992）は，免許所有及び免許外の家庭科担当教
員を対象に，家庭科指導に関する意識と実態について
調査している．この調査は 1990 年に行われたこともあ
り，「家庭生活」領域に対して，「よかった」「設置しな
くてもよい」「関心がない，わからない」について問うた．
結果として，免許所有教員は，52.4% がよかったと答え，
免許外教員は 40.3% と有意に低かった．また，設定し
なくてもよいとの回答は免許所有教員で 29.5%，免許外
教員は 19.4% であった．免許所有教員の方が，家庭生
活領域の設置に対して賛否が分かれる結果となった．中
間・伊藤（1997）は，全国の中学校家庭科教員への調査
において，学習内容に対する意識を明らかにしている．
その中では，取り入れたい内容・削除したい内容ともに，
「家庭生活」領域が最も多かった．また，「家庭生活」領
域に対する意見として，「家庭環境の複雑な家庭もあり
やりづらい」「全領域を通じて扱えば特別取り出すこと
はない」「削除した領域へ移行しない内容」などの意見
が見られた．中西（1993）は，中学校家庭科教員に対して，
家庭生活領域の新設に対する意見や学習内容に対する
意見について調査を行った．家庭生活領域の新設に対し
て，全面的に賛成は 13%，問題はあるが賛成は 62% と
いう結果であり，半数以上の教員は問題を感じていた．
内容に関する調査では，家庭経済（消費生活に関する内
容など）・家族関係・地域社会との関わりは社会科で学
んだ方がいいのではないかという意見も明らかになっ
ている．松村・小池（1990）は，家庭科担当教員に対して，
1989 年学習指導要領や家庭生活に関する調査を行って
いる．家庭生活領域の再設定を肯定的に捉えている教員
は約 7 割おり，その理由として「社会の情勢に合致して
いる」などが挙がった．一方，否定的な約 2 割の教員は，
「教えにくそう」「内容がよくわからない」という意見で
あった．総合的な結果から，内容，指導方法への不安を
教員が抱いていることが示唆された．黒光ら（2010）は，
家庭科教員への調査を通して，家庭生活領域に対する意
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識について明らかにしている．家庭生活領域に対してあ
まり得意でないと回答した教員は 49.5%，苦手と回答し
た人は 14.3% であった．とても得意，やや得意と回答
した人は 28.6% であり，消極的な回答をした教員の方
が多かった．消極的な回答をした理由としては，「生徒
のプライバシーに関わるから」「指導しにくいから」が
多かった．
　以上より，「家庭生活」領域に対して，全体的に肯定
的な意見を持つ教員が多くいる結果であった．一方で，
「家庭環境の複雑な家庭もありやりづらい」「生徒のプラ
イバシーに関わるから」や「教えにくそう」「内容がよ
くわからない」のように，「家庭生活」領域がそもそも
何を学習する領域であるのか，また学習内容は理解でき
た場合でも，生徒のプライバシーに関連しやすい領域で
あるため指導を躊躇してしまう意見が見られた．
4.3.家庭科教員が持つ「家族関係」に対する指導困難性
　本節では，前節で明らかとなった「家庭生活」に対す
る消極的な意見に関する議論を整理する．議論の中心
は，「家庭生活」領域の中でも「家族関係」をどう指導
するかという視点である．先述の調査結果にもあるよう
に，「家族関係」に関する学習は生徒のプライバシーと
密接な関係にある．家族について教える，もしくは学習
するにあたり，一定の家族モデルや規範，根強い性別役
割分業観は，「そうはいってもやはり…」「なんとなく…」
などの表現で表される特定の心情と密接に結合されて
いる．また，学習の終結の場面で有言，無言のうちに「感
謝しましょう…」と意義付けられる授業も多い．朴木
（1996）は，このような心情が客観的世界を理解する目
をくもらせるという点に家族に関する実践課題がある
と指摘している．片田江（2010）は，家族について教え
ることが家庭科教員にとってどのような体験であるか
をインタビュー調査によって，「「とりあえずお知らせ
みたいな感じで」教える」，「「私だって私の人生しか知
らないから」と思いながら教える」，「「気を遣いすぎて」
「ちょっと怖い」と思いながら教える」の 3 つのエッセ
ンスを明らかにしている．これは，教員としての自分と
そうでない自分に対する葛藤，誰 1 人として傷つくもの
を出してはならないという恐怖心を抱いているとして
いる．つまり，家族を教えることの背景には，教員や
生徒が持っている一定の価値観により心情的な学習に
なっており，かつ生徒のプライバシーとの密接な関係性
から教師は強い葛藤や恐怖心を抱きながら指導してい
ることが示唆されている．
　一方でこれらの指摘は家庭科教員自身の抱える課題
であるともいえる．実際にどのような実践が行われてお
り，どのような課題を持ち，かつどのような方略によっ
て実践課題を解決することができるのか，という側面
では検討されていない．伊深（2016）は「家族」に関
する授業を対象にした研究を行っている．1994 年から
2013 年における小学校・中学校・高校・大学の家族に
ついての授業実践が記された書籍を「内容，方法・教材」
の視点で分析し，全体的に領域横断的な学習内容を設定
しており，様々な指導方法の工夫をしていることを明ら
かにした．だが，授業を構成する要素は内容や方法だけ
ではなくさらに多面的に捉えることができる．
　そこで，今後の中学校家庭科「家庭生活」領域におけ
る研究課題としては，実践全体を把握することができる
資料を選定し，実践上の課題を包括的に把握し，授業改
善のための指針を得ることである．
5 . まとめと今後の課題
　本研究の目的は，中学校家庭科「家庭生活」領域の学
問的な定義や学習指導要領における成立過程及び変遷
を概観し，「家庭生活」領域の現状と課題を把握するこ
と，教員の抱える実践上の課題を先行研究を整理するこ
とで明らかにすることである．その上で，今後の中学校
家庭科「家庭生活」領域における研究の方向性について
検討することである．
　家政学における「家庭生活」の定義及び「家庭生活」
の成立過程については，過去の文献を整理し，一定の資
料としてまとめることができた．これらの知見を基盤
として，「家庭生活」の内容に関する変遷や「家庭生活」
領域に関する先行研究を整理し，考察することで次の 2
点の研究の課題を明らかにすることができた．1 点目は，
近年の学力観に対する議論や社会の変化を受け，学習内
容の一貫性は取れておらず，家庭生活を広い視点で扱う
内容が希薄になっていることである．2 点目は，「家庭
生活」領域の指導困難性として，生徒の家庭背景へ配慮
する必要から，「家族関係」を教える際に葛藤や恐怖感
を抱きながら指導していることである．一方で，教師の
心的な課題は明らかにはなっているものの，「家族関係」
の実践上の課題についてはこれまで検討されておらず，
授業改善の方向性について議論する余地があることを
明らかにした．前者に関しては，学習指導要領における
内容のスコープに対する課題であるため，行政的な場面
での議論を要する．後者に関しては，教員が「家族関係」
の教えにくさを抱えるものの，その改善方法について
は学術的な知見が明らかとなっていないという緊切な
問題である．そのため，今後の研究の方向性としては，
「家族関係」に関する実践を総合的に把握し，実践全体
の現状や課題を明らかにし，授業改善のための指針を得
ることが必要である．
注釈
1）1984 年に『家政学将来構想 1984』において家政学の
定義が発表された．それ以後，新たな定義は発表され
ていない．
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